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７月28日に発生した令和８年熊本地震では、熊本県宇城市、氷川町で震度７を

観測し、多数の建物倒壊や火災、大規模商業施設での事故等により甚大な被害が

生じている。改めて、お亡くなりになられた方々に哀悼の意を表するとともに、

被災された全ての皆様に心からのお見舞いを申し上げます。 

公明党は発災直後から現地の党県本部、地方議員等と連携し、被災状況や避難

所運営、ライフラインの復旧状況等について情報収集等を行い、被災者支援に全

力を上げている。29日には中道改革連合、立憲民主党とともに政府に対し、人命

救助、猛暑対策、ライフライン復旧等に関する申し入れを行った。その後も被災

地では、停電・断水が続き、猛暑の中での避難生活に加え、医療・福祉施設等の

運営にも甚大な影響を及ぼしている。 

政府におかれては、災害関連死や二次災害等も懸念されている状況を踏まえ、

下記の事項について迅速かつ万全の対応を講じられるよう強く要望する。 

 

記 

 

１．被災自治体への総合調整機能を担う国の職員派遣 

被災地では電気、水、食料が不足するなどの事態が発生し、断水地域ではトイ

レ問題への対応が喫緊の課題となっている。さらに、被災自治体では、職員自身

も被災する中で避難所運営や被害把握に追われ、マンパワー不足が生じている。

こうした状況を踏まえ、停電や断水、食料不足への迅速な対応に加え、断水地域

ではトイレカーを適所に配置し、可能な場所では下水道へ接続するなど、衛生環

境の維持を図られたい。そのために、GADM(ギャドム)＝General Adviser for 

Disaster Management）の災害マネジメント支援員の皆様をはじめ、被災自治体と

国・自治体・民間の支援を結ぶコーディネート機能を担う国・自治体の職員を被

災自治体へ派遣し、機能を発揮できるよう対応されたい。 

 

２．災害関連死を防ぐための医療チームの派遣 



 今回の災害は猛暑期に発生し、停電や断水の影響により避難所のみならず車中

泊や在宅避難を余儀なくされている被災者も少なくない。熱中症や脱水症状、感

染症、エコノミークラス症候群など、災害関連死につながる健康リスクが急速に

高まることが懸念される。既に地元に戻っているDMATもあると聞いているが、

災害関連死を防ぐために、DMATなどの医療チームを避難所等へ早期かつ広域に

派遣されたい。 

 

３．燃油の確保 

ガソリンスタンドが長蛇の列となっている。ガソリンの販売量に制限がかけら

れている。被災地にて必要なガソリンが確保できるよう早急に対応されたい。 

 

４．雲仙普賢岳と眉山の二次災害防止 

地震後、雲仙普賢岳の溶岩ドームの一部崩落や、島原半島の眉山において表層

剥離が確認されている。今後の余震や降雨によって土砂災害や斜面崩壊などの二

次災害が発生する恐れがある。政府におかれては、地殻変動や斜面の変位等の監

視体制を一層強化するとともに、危険箇所の迅速な点検や住民への分かりやすい

情報提供、避難体制の強化など二次災害防止に万全を期されたい。 

以上 


